
平成２９年度多文化共生社会の形成の推進に関して講じた施策（概要版） 

【多文化共生社会の形成の推進に関する条例第２１条に基づく報告】 

 

１ 平成２９年度多文化共生施策の概要                                              

 

（１）「意識の壁」の解消 （事業費合計：５，２５８千円） 

   ①多文化共生シンポジウム開催事業（事業費：２２２千円） 

名取市と共催で，「外国人市民と語る，豊かな子育て」というテーマで，地域で暮らす在

留外国人の子育て等について考える「多文化共生シンポジウムin名取」を開催し，基調講

演やパネルディスカッションを行い，理解促進を図った。約１６０人が参加した。 

② 啓発ツール作成事業（事業費：２８９千円） 

     学校教育関係者向け啓発リーフレットや広報用カードを作成し関係機関に配布すること

により，多文化共生社会の基本理念について県民への普及啓発を図った。 

③ 多文化共生社会推進審議会運営事業（事業費：２１５千円） 

         宮城県多文化共生社会推進審議会を開催（２回）し，前年度に講じた施策や平成２９年

度多文化共生推進事業について審議した。また，多文化共生社会の形成を促進するために

今後必要な事項等について意見を頂いた。 

     ④ 多文化共生市町村等研修会（事業費：４０千円） 

           市町村職員及び国際交流協会職員等を対象に，「技能実習制度及び宮城県の技能実習に係

る状況」などを題材に研修会を開催した。（参加者：２８人） 

    ⑤ 外国人県民アンケート調査事業（事業費：４，４９２千円） 

       多文化共生社会推進計画の改定に関する実態調査を行うため，外国人等に対するアンケ

ート調査を実施した。（調査配布数：１，８９０件，回収数：３９６件） 

（２）「言葉の壁」の解消（事業費合計：１，４９４千円）  

① 災害時通訳ボランティア整備事業（事業費：１６１千円） 

（公財）宮城県国際化協会に委託し，県内で大規模災害が発生した際，被災地からの要

請に応じ通訳ボランティアを派遣できる体制の整備を図った。ボランティアを１４０人確

保し，２２か国語での対応が可能となった。 

  ② 防災ハンドブック作成事業（事業費：１，３３３千円） 

外国人県民の防災に関する意識の醸成・知識の習得の支援を行うため，計８カ国語に対

応した２種類のハンドブックをそれぞれ５，０００部づつ作成した。 

（３）「生活の壁」の解消（事業費合計：２，１４０千円）  

① みやぎ外国人相談センター設置事業（事業費：２，１０８千円） 

（公財）宮城県国際化協会に委託し，外国人県民やその家族から寄せられた相談に対して，

必要な情報提供や専門窓口の紹介など問題解決に向けたアドバイスを行った。２４７件の

相談に９言語（日本語・英語・中国語・韓国語・ポルトガル語・タガログ語，ベトナム語・

ネパール語・インドネシア語）で対応した。 

    ②多文化共生研修会（事業費：３２千円） 

    市町村，国際交流協会職員等の多文化家族から相談を受ける立場にある職員を対象に,

「『外国人支援スタッフ・ボランティア通訳のための感染症通訳養成事業』の研修について」

などをテーマに研修会を開催した。（参加者：３１人） 

 

資料１ 



２ 宮城県多文化共生社会推進計画の評価指標における進捗状況                       

  ※ 平成３０年計画理に対する達成率 

○評価指標１ 多文化共生啓発事業の実施市町村数 

 

 

 

※２０．０％ 

 

○評価指標２ 多文化共生に関する説明会等への参加県民数 

 

 

 

 ※１４６．７％                        

 

○評価指標３ 多言語による生活情報の提供実施市町村数 

  

 

 

 

※１１８．８％                               

 

○評価指標４ 日本語講座開設数 

 

 

 

 

                              ※８１．３％ 

 

 

平成２５年 

（計画値） 

平成２６年 

【実績値】 

平成２７年 

【実績値】 

平成２８年 

【実績値】 

平成２９年 

【実績値】 

平成３０年 

（計画値） 

２市町村 ４市町村 ６市町村 ７市町村 ７市町村 ３５市町村 

前年度（Ｈ２８）から増減なし。 

平成２５年 

（計画値） 

平成２６年 

【実績値】 

平成２７年 

【実績値】 

平成２８年 

【実績値】 

平成２９年 

【実績値】 

平成３０年 

（計画値） 

０人 ０人 ２０３人 ６４１人 １，１００人 ７５０人 

前年度（Ｈ２８）から４５９人増加した。 

平成２５年 

（計画値） 

平成２６年 

【実績値】 

平成２７年 

【実績値】 

平成２８年 

【実績値】 

平成２９年 

【実績値】 

平成３０年 

（計画値） 

９市町村 １２市町村 １４市町村 １８市町村 １９市町村 １６市町村 

前年度（Ｈ２８）から１市町村増加した。 

平成２５年 

（計画値） 

平成２６年 

【実績値】 

平成２７年 

【実績値】 

平成２８年 

【実績値】 

平成２９年 

【実績値】 

平成３０年 

（計画値） 

２８講座 ２７講座 ２８講座 ２７講座 ２６講座 ３２講座 

前年度（Ｈ２８）から１講座減少した。 



○評価指標５ 外国人相談対応体制を整備している市町村数 

 

 

 

                              ※６６．７％ 

 

 

 

○評価指標６ 技能実習生を除く外国人雇用者数 

 

 

 

 

                              ※１４２．８％ 

  ※ 上記の実績値は，計画値に合わせ，Ｈ２６はＨ２５の実績，Ｈ２７はＨ２６の実績， 

Ｈ２８はＨ２７の実績を，Ｈ２９はＨ２８の実績を用いることとしている。 

 

 

平成２５年 

（計画値） 

平成２６年 

【実績値】 

平成２７年 

【実績値】 

平成２８年 

【実績値】 

平成２９年 

【実績値】 

平成３０年 

（計画値） 

５市町村 ６市町村 ６市町村 ６市町村 ６市町村 ９市町村 

前年度（Ｈ２８）から変更なし 

平成２５年 

（計画値） 

平成２６年 

【実績値】 

平成２７年 

【実績値】 

平成２８年 

【実績値】 

平成２９年 

【実績値】 

平成３０年 

（計画値） 

３，２１２人 ３，９４５人 ４，０４２人 ４，７６３人 ５，５７０人 ３，９００人 

前年度（Ｈ２７実績）から８０７人増加（対前年増加率１６．９％） 

（※Ｈ２６からＨ２７にかけて７２１人増加（対前年増加率１７．８％） 


